第１号様式（第７条関係）
令和　　年　　月　　日
（あて先）浜松市長

　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所又は所在地
　　名称　　　　　　　　　　　　　　　

代表者役職・氏名
生年月日（個人の場合）　　　　　　　　　　　　　　

※代表者名は代表者の署名または記名押印
(個人の場合は署名または記名押印、法人の場合は法人代表者印↑)

　　　　
　　　　　　
浜松市産業用ロボット導入支援事業費補助金交付申請書
  浜松市産業用ロボット導入支援事業費補助金交付要綱第7条の規定に基づき、下記のとおり補助金を交付されるよう関係書類を添えて提出します。

　　
記
１　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　
２　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　事業開始予定年月日　令和　　　　年　　月　　日
４　事業完了予定年月日　令和　　　　年　　月　　日
５　市税の納付又は納入の状況の確認についての同意（同意する場合は下記に☑を記入）
　　□　浜松市産業用ロボット導入支援事業費補助金交付要綱第2条の規定により、市において、申請者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。
６　暴力団排除に関する誓約（誓約及び承諾する場合は下記に☑を記入）
□　浜松市産業用ロボット導入支援事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項について誓約し、承諾します。
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。
・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
・暴力団員等と密接な関係を有する者
・（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体
（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。

事業計画書

１　申請者の概要

（１）申請者の概要　
	申請者
	（フリガナ）

氏名又は名称
	

	
	代表者の

役職及び氏名
	

	
	住所又は

所在地
	（〒　　　－　　　　）



	
	
	※補助事業の実施が、本社の所在地と異なる場合の実施場所

（〒　　　－　　　　）



	
	現在の事業の概要
	

	
	設立年月日
	年　　　月　　　日
	従業員数
	　　　　　　　　人

	
	資　本　金
	千円
	

	
	主な株主又は出資者

（出資比率の高いものから記載し、大企業は【　】に○を記載してください。6番目以降は「ほか○社（者）」と記載してください。
	
	株主名又は出資者名
	大企業
	出資比率（%）

	
	
	①
	
	【　　】
	

	
	
	②
	
	【　　】
	

	
	
	③
	
	【　　】
	

	
	
	④
	
	【　　】
	

	
	
	⑤
	
	【　　】
	

	
	
	⑥
	ほか　　社（者）
	

	
	事業実績

（直近２期分）
	決算期
	第　期（R　．　．～R　．　．）
	第　期（R　．　．～R　．　．）

	
	
	①売上高
	千円
	千円

	
	
	②経常利益
	千円
	千円

	連絡先
	担当者の

役職及び氏名
	

	
	電話番号、FAX

メールアドレス
	TEL：
	FAX：

	
	
	メールアドレス：


（２）申請者の沿革

	年　月　日
	事　　　　　　項

	
	


（添付書類）

①　決算書（直近２期分）又は確定申告書（直近２期分）

②　事業概要（企業・製品パンフレット等）　

③　市民税・県民税特別徴収義務者指定通知書の写し

　

２　事業計画の内容

※用紙サイズは原則としてＡ４で統一し片面印刷としてください。

（１）事業名称

	


（２）事業計画の概要

※250字以内で簡潔に記載してください。
	


（３）導入の目的
	


（４）導入の背景
	


（５）導入する工程
	


（６）現在の状況
	


（７）導入後の機器構成等
	


（８）導入効果
	①生産性向上の目標
次のいずれかに○をして、具体的な目標を下に記載すること。（複数選択可
· 　　作業人数の削減　　　　　→　　　　　　　　％削減
· 　　労働時間の短縮　　　　　→　　　　　　　　％短縮
· 　　生産量の増大　　　　　　→　　　　　　　　％増大
· 　　生産コストの削減　　　　→　　　　　　　　％削減

	②目標の根拠（ロボット導入前と導入後の上記生産性向上の根拠となる数字）
※別紙、添付でも可（様式は任意）
（例）
・生産量比較、要員配置、コスト削減等




（９）産業用ロボット導入までの工期（スケジュール）
	


３　経営計画及び資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　 (単位：千円・％)
	
	１年前
	直近期末
	１年後
	２年後

	
	年　月期
	年　月期
	年　月期
	年　月期

	①売上高
	
	
	
	

	②製造原価
	
	
	
	

	③売上総利益(①－②)
	
	
	
	

	④売上原価率(②÷①)
	
	
	
	

	⑤販売費及び一般管理費
	
	
	
	

	⑥営業利益
	
	
	
	

	⑦経常利益
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	
	
	
	

	⑩減価償却費
	
	
	
	

	　うち特別償却額
	
	
	
	

	⑪付加価値額(⑥+⑧+⑩)
	
	
	
	

	⑫従業員数
	
	
	
	

	⑬一人あたりの付加価値額
(⑪÷⑫)
	
	
	
	

	⑭自己資金
	
	
	
	

	⑮借入金
	
	
	
	

	⑯補助金
	
	
	
	

	⑰その他
	
	
	
	

	⑱資金調達額(⑭+⑮+⑯+⑰)
	
	
	
	


（注）１　網掛け部分⑨と⑱のそれぞれの額が計画年度ごとに一致していること。
　　　２　⑧人件費は、労務費、法定福利費、福利厚生費、退職金（引当金含む）、賞与、諸手当を含む。
　　　３　⑩減価償却費は、繰延資産償却、リース・レンタル費用を含む。　　　
４　⑫従業員数は、役員、派遣・短時間労働者を含む。（勤務時間によって人数を調整すること）
　　　５　⑧人件費、⑩減価償却費は、②製造原価の内数とすること。
４　事業計画に要する経費

（１）収支予算表

　（支　出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　目
	補助対象経費
	摘　　　要

	産業用ロボット導入経費
	
	

	導入に伴う付帯経費
	
	

	その他経費
	
	

	合　　計
	
	


※「補助対象経費」は、消費税を差し引いた金額を記入してください。ただし、消費税が該当しないものはその限りではありません。
（収　入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　目
	金　　　　　額
	摘　　　　　要

	補助金（見込み）
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　　計
	
	


※金額欄の合計は、「補助対象経費」の合計と一致するように記入してください。

※自己資金については捻出の根拠、借入金については借入先を摘要欄に記入してください。

※必要に応じて、根拠資料等を提出していただくことがあります。

（２）科目別支出予算内訳

※金額欄の計は、（1）収支予算表の支出の各科目の補助対象経費と一致するように記入してください。

※必要に応じて、より詳細な資料を提出していただくことがあります。

　ア　産業用ロボット導入経費　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　イ　導入に伴う付帯経費　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項　目
	仕　様
	数　量（時間）
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


ウ　その他経費
	項　目
	仕　様
	数　量
	単　価(円)
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


受付番号　　　








